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公益財団法人相模原市産業振興財団 

平成２９年度 事業計画 

 

我が国の経済は、緩やかな回復基調にあるものの、人口減少社会の到来により、

国内市場の縮小、労働力の不足、また、若年層の消費性向の低下などにより、力強

さが欠ける動きが続いている。一方、海外では、時代が大きく変わる兆しとも見ら

れる英国のＥＵ離脱や、アメリカ大統領選挙の影響により、為替相場や株式市場が

乱高下するなど動向も不透明であり、世界経済の先行きについても慎重な見方が広

がっている。 

 

相模原市では、首都圏中央連絡自動車道の２つのインターチェンジ開設による広

域交通網の充実に加え、リニア中央新幹線の駅設置や米軍相模総合補給廠の一部返

還などの大規模プロジェクトが進行し、首都圏南西部をリードする広域交流拠点都

市としての当市への期待と注目はより一層高まっている。しかし、大手建機メーカー

の工場撤退が決まるなど、製造業をはじめとした事業者数の減少が続いており、本

市の経済状況も厳しい状態が続いている。 

 

こうした中、相模原市内の産業振興を目的とする当財団の果たすべき役割はます

ます高まっていることから、平成２９年度は、引き続き、事業運営体制の強化を図

り、これまで以上に積極的に市内企業等への支援に取り組むこととする。 

施策の内容としては、市内経済を牽引する製造業については、国の地方創生推進

交付金等も活用して、国内外に積極的に事業を拡大しようとする市内中小企業を対

象に販路開拓、海外展開のための支援を一層拡大していくこととする。また、引き

続き市内で新たに事業を起こそうとする起業家に対する創業支援、及び商業・サー

ビス業事業所に対する支援を重点施策と位置づけ、推進するものである。  
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１ 中小企業経営の安定と発展に向けた事業 

 

（１） ものづくり企業総合支援事業 

財団に所属するコーディネーターが、製造業を中心に市内中小企業を訪問

して経営の状況や課題等を聞き取り、経営計画の策定、製品・技術開発、販

路開拓、海外進出、事業承継等、事業者が抱える様々な経営上の課題解決に

向けての支援を行う。 

また、高度・専門的な助言等が必要と判断される場合は適切な外部専門家

を選定して派遣するほか、国や他の支援機関等が実施する各種支援事業の活

用や連携を広げて、実効性のある支援を実施する。 

なお、後述の「産学連携推進事業」、「海外展開アドバイザー事業」、「海外

成長市場獲得支援事業」等については本事業との一体的な運営を行い、各コー

ディネーターの情報の共有と、財団内での支援ノウハウの蓄積に努めること

とする。 

 

 

（２）国内展示会相模原ブース出展事業 

市内ものづくり企業の販路開拓を支援するとともに、広域交流拠点都市と

しての相模原市を広くアピールすることを目的として、市内の中小企業を取

りまとめた「相模原ブース」を国内で開催される展示会に出展する。 

本年度は、財団自主事業として幅広い業種が出展する総合展示会である

「産業交流展 ２０１７」への出展を行う他、地方創生推進交付金を活用した

事業として相模原市より受託し、医療機器の製造・設計に関する展示会「Ｍ

ｗｄｔｅｃ Ｊａｐａｎ ２０１７」、及び「インターネプコン ジャパン」

の、合計３回の相模原ブース出展を行うこととする。 

 

ア 「Ｍｅｄｔｅｃ Ｊａｐａｎ ２０１７」 

会  場：東京ビッグサイト 

開催期間：平成２９年４月１９日（水）～２１日（金） 

募集対象：医療関連分野を扱う市内中小製造業者３社 

 

イ 産業交流展２０１７ 

会  場：東京ビッグサイト 
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開催期間：平成２９年１１月１５日（水）～１１月１７日（金） 

募集対象：主に展示会等への出展経験やノウハウが十分でない市内中小製

造業者 

 

ウ インターネプコン ジャパン 

会  場：東京ビッグサイト 

開催期間：平成３０年１月１７日（水）～１９日（金） 

募集対象：エレクトロニクス製造、実装等を行う市内中小製造業者 

 

 

（３）相模原市トライアル発注認定製品出展事業 

「相模原市トライアル発注認定制度」の販路開拓支援策として、平成２８

年度、２９年度認定製品のＰＲブース出展事業を市より受託し、認定製品の

紹介と相模原市の産業振興施策等に関する情報発信を行う。 

 

ア 産業交流展２０１７ 

日程：平成２９年１１月１５日（水）～１１月１７日（金） 

会場：東京ビッグサイト 

 

 

（４）九都県市合同商談会 

首都圏の政令指定都市の産業支援機関として、第１０回 九都県市合同商

談会（東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県、横浜市、川崎市、千葉市、さいた

ま市、相模原市。当市の参加は９回目）の企画・運営に参画し、市内企業の

広域的なビジネスマッチングの機会を創出する。 

 

開催事務局：東京都 

日程・会場：未定 

 

 

（５）国内見本市出展助成事業 

中小企業にとって有効な販路開拓手段となる見本市等への出展を促進す

るため、市内のものづくり中小企業が国内で開催される見本市に出展する際
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の、経費の一部を助成して販路開拓を支援する。 

また、見本市を有効に活用して売上成果につなげることができるよう、見

本市出展・活用のノウハウをテーマとしたセミナーを開催する。 

 

対 象：製造業及び情報通信業を営む市内中小企業等 

助成額：出展料（小間代）の２分の１以内（上限１５万円） 

助成金予算：７，４００千円 

 

 

（６）海外見本市出展助成事業 

ものづくり中小企業の海外での販路開拓を支援するため、市内中小企業が

海外で開催される見本市に出展する際の、経費の一部を助成する。 

 

対 象：製造業及び情報通信業を営む市内中小企業等 

助成額：出展料（小間代）の２分の１以内（上限２０万円） 

助成金予算：２，０００千円 

 

 

（７）相模原市制度融資事務事業 

相模原市中小企業融資制度の円滑な運用を図り、市内中小企業の資金調達

を支援するため、市より申請窓口等の事務を受託して制度融資に関する相談、

確認書等の申請の受付・交付等の業務を行う。 

 

 

（８）産学連携推進事業 

ア 相模原市産学連携スタート支援補助金制度 

市内中小企業による大学等との連携を促し、自社の技術力向上や製品・技

術の高付加価値化等の実現を図るよう、企業が行う大学等との産学連携に

よる共同研究等に要する費用の一部を助成する。 

補助金予算：８００千円 

 

イ 産学連携の促進支援 

中小企業が抱える技術的な課題等の解決を支援するため、県内の１５大
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学と１１の公的産業支援機関、工業団体等で構成する「かながわ産学公連

携推進協議会」のネットワークを活用して、市内企業と大学等とのマッチ

ングを促進する。 

なお、本事業はものづくり企業総合支援事業による経営課題解決支援の

一環として、同事業と一体的に実施する。 

 

ウ 新技術実用化コンソーシアム 

平成２６年度から３か年、相模原市の受託事業として研究開発していた

「小型無人ヘリコプターへのレーザーによる無線給電システムの開発」を

神奈川県のロボット産業特区・重点プロジェクトとして、実用化に向けた

実証実験を実施する。 

 

 

（９）商業・サービス業企業活性化事業 

市内事業所数の７割近くを占める商業・サービス業関連事業者を対象に、

支援ニーズに対応した個別経営支援や経営情報等の提供行って市内事業者

の経営の安定と発展を図る。 

 

 

２ 産業人材の確保・育成事業 

 

（１）中小企業工業団体活動促進事業 

市内中小企業工業団体の育成及び活動の促進を図り、市内工業の振興に寄

与することを目的として、団体が実施するセミナーや研修会等の事業に要す

る経費の一部を助成する。 

 

対象事業：団体構成員の経営及び技術力の向上に資する事業 

補助金額：１０万円以内（補助対象経費の２分の１以内） 

補助金予算：４００千円 

 

 

（２）人材育成等に係る事業への支援 

未来の産業界を担う児童、若者たちが起業のプロセスを体験学習する「さ
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がみはら子どもアントレプレナー体験事業」（事務局：さがみはら産業創造セ

ンター）の実施を支援する。 

 

 

（３）ものづくり人材育成事業 

将来の海外人材の確保に向けて、留学生による市内ものづくり企業の訪問

を実施し、市内企業へ関心を持ってもらい、人的交流を図る。また、海外で

の事業展開を担う人材育成を目的に、グローバル人材育成セミナーを実施す

る。 

 

 

３ 国際化の促進や産業経済情報の収集・提供に関する事業 

 

（１）国際化の支援に関するセミナーの開催 

中小企業が海外展開を進めるためのノウハウや知財保護、諸外国の経済社

会動向、法律・商慣習等に関するセミナーを開催し、実務に直結するノウハ

ウや最新の情報を提供して市内企業の海外進出を支援する。 

実施にあたっては、関東経済産業局、中小企業基盤整備機構、ＪＥＴＲＯ

（独立行政法人 日本貿易振興機構）、ＪＩＣＡ（独立行政法人 国際協力機構）、

等との連携によって行う。 

 

 

（２）海外展開アドバイザー事業 

海外での事業展開を行っている、あるいは海外進出を検討している中小企

業を対象に、各企業が直面する個別具体的な課題・問題点等を解決するため、

海外ビジネスに知見のある専門家を派遣して支援する。 

 

 

（３）海外成長市場獲得支援事業 

成長著しい東南アジア地域への市内企業の販路拡大支援を目的に、現地で

開催される見本市等に相模原ブースを開設し、市内企業を取りまとめて共同

出展を行う。 

平成２９年度においては前年度に引き続き、地方創生推進交付金を活用し
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た海外販路開拓支援事業を市から受託し、ベトナム、タイ及びインドネシア

への共同出展を行う。 

 

《出展予定展示会》 

ア ベトナム メタレックス ２０１７ 

  ２０１７年１０月１２日（木）～１４日（土） 

 

イ タイ メタレックス ２０１７ 

  ２０１７年１１月２２日（水）～２５日（土） 

 

ウ マニュファクチュアリング インドネシア ２０１７  

２０１７年１２月６日（水）～１２月９日（土） 

     

 

（４）インターネット等情報提供事業 

財団のＷｅｂサイトやメールマガジンを活用して財団事業の広報を行うほ

か、市、県、国や他の産業支援機関等から提供される施策や事業等の紹介、

地域の企業動向やビジネスニュースなど、市内の事業者にとって有益な産業

関連情報を広く発信する。 

また、運営している市内事業所の検索データベース「産業あるある情報」

を継続するとともに、新聞等のメディアと連携して登録事業所と当財団の事

業等に関する情報発信を行う。（メールマガジンの配信：月２回） 

 

 

４ 創業及び新事業創出の支援に関する事業 

 

（１）創業・起業総合支援事業 

創業を目指す人、あるいは創業後間もない人（企業）などを対象に相模原

市内での「成功する起業」を支援する。 

 

ア セミナー・相談会の開催 

セミナー及び創業相談会を開催し、創業に必要な知識や情報を提供する

とともに、相談者の状況に応じた課題に対する助言や事業計画のブラッシュ



- 8 - 

 

アップ等の支援を行う。 

 

創業相談会：毎月４回（年間４８回、１回４コマ）、橋本図書館共催 

セミナー ：入門、実践、テーマ別、女性向け等計３０回程度 

   

イ 創業後支援 

本事業を活用して創業を果たした事業者に対するフォローを行い、必要に

応じて専門家が現地を訪問して指導する専門家派遣を、国の支援制度を活用

する等して実施し、創業後の事業の発展と継続を支援する。 

 

ウ 女性の創業支援 

創業へのアイデアや意欲に溢れる女性の創業予定者を対象として、情報

提供や交流、あるいはテストマーケティング等の場を提供して支援する。 

 

女性のための創業サロン 

女性経営者の体験談を中心とした交流サロンの開催 

女性起業家マーケット 

自身の商品・サービスを実際に販売するテストマーケティングや、創業

初期の事業者の情報発信と販売の場の提供 

開催時期：平成２９年４月１日（土）、２日（日） 

会  場：市立産業会館 １階 多目的ホール、展示室 

 

 

（２）ＳＯＨＯ支援事業 

ア 相模原ＳＯＨＯスクエアの運営 

ＷｅｂサイトによりＳＯＨＯ（スモールオフィス・ホームオフィス）事業

者向けビジネス情報の発信を行うとともに、市内で創業しているＳＯＨＯ

事業者（受注者）とアウトソーシング事業者（発注者）とのマッチングシ

ステムの管理・運営を行う。 

 

イ セミナー・交流会の開催 

ＳＯＨＯ事業者とＳＯＨＯの形態での起業を目指す人等を対象とした、

ビジネス情報提供のためのセミナーを開催し、併せて参加者による互いの
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交流・情報交換の場を提供する。     

 

 

（３）コミュニティビジネス推進事業 

地域社会が抱える課題やニーズを、市民が主体となってビジネスの手法

（有償サービス）により解決・実現していくコミュニティビジネス（ＣＢ）

を育成するため、普及・啓発のための活動を行うとともに、セミナー・相談

会の開催や、情報交換・交流会の実施を通じて事業の掘り起こしと、その育

成支援を行う。 

 

ア コミュニティビジネス相談会 

コミュニティビジネスのアイデア段階から、活動中の事業者の運営上の

課題等について、個別の無料相談会を実施して起業と事業の運営を支援す

る。 

開催日：毎月第３火曜日 

  

イ セミナー・フォーラム・交流会の開催 

コミュニティビジネスの起業・運営に役立つ各種セミナーや、コミュニ

ティビジネスの先進事例を紹介するフォーラムを開催する。また、コミュ

ニティビジネス事業者やコミュニティビジネスでの起業を目指す人を対

象に、事業の立ち上げ・運営に有益な情報を提供するともに、情報交換や

相互連携のための交流会を開催する。 

 

セミナー：３回程度（連続講座） 

フォーラム：１回 

 

ウ 市内活動紹介等の情報発信 

財団のＷｅｂサイトより、市内で活動するコミュニティビジネス事業者

の活動紹介や、近日開催されるイベント情報等を発信して、市内事業者の

活動を支援する。 
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５ 地域経済の振興に関する事業 

 

（１）産業会館運営事業 

市立産業会館の指定管理者として施設設備の貸出業務を行うほか、会館の

設備保守、警備、清掃業務等を行って良好な利用環境の維持を図り、施設の

利用促進を目指す。 

また、自主事業としてパソコン研修や各種セミナー等産業振興に有効な事

業を企画・実施して、施設利用者・利用率の拡大向上を図る。 

 



収支予算書
（平成29年4月 1日 ～ 平成30年3月31日） （単位：　千円）

予算額 前年度予算 増減

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１　経常増減の部

経常収益

　①基本財産運用益 910 1,060 △ 150
　基本財産受取利息 910 1,060 △ 150

　②特定資産運用益 5 5 0
　特定資産受取利息 5 5 0

　③事業収益 21,097 22,002 △ 905
　利用料金収入 17,926 18,587 △ 661
　負担金収入 3,171 3,415 △ 244

　④受取補助金等 181,787 191,732 △ 9,945
　市補助金収入 76,080 74,100 1,980
　国庫補助金収入 1,340 1,179 161
　市受託事業等収入 104,367 116,453 △ 12,086

　⑤雑収益 1,379 1,436 △ 57
　自動販売機手数料 277 264 13
　その他 1,102 1,172 △ 70

経常収益計 205,178 216,235 △ 11,057

経常費用

　①事業費

給料手当 38,841 39,481 △ 640
臨時雇賃金 12,377 11,765 612
福利厚生費 6,812 6,888 △ 76
退職給付費用 284 0 284
旅費交通費 2,649 2,005 644
通勤費 2,701 3,096 △ 395
通信運搬費 1,913 1,556 357
消耗品費 2,000 4,977 △ 2,977
修繕費 4,114 4,114 0
印刷製本費 817 1,119 △ 302
水道光熱費 13,100 14,100 △ 1,000
新聞図書費 425 378 47
支払手数料 355 355 0
燃料費 88 93 △ 5
賃借料 15,681 16,881 △ 1,200
保険料 52 47 5
諸謝金 3,525 2,129 1,396
租税公課 2,224 4,544 △ 2,320
負担金 4,636 4,636 0
助成金 10,550 9,400 1,150
補助金 0 1,200 △ 1,200
委託料 58,766 64,632 △ 5,866
雑費 43 36 7
減価償却費 546 475 71

事業費計 182,499 193,907 △ 11,408

科目

(1)

(2)



予算額 前年度予算 増減科目

　②管理費

役員報酬 5,060 4,500 560
給料手当 7,440 5,457 1,983
福利厚生費 1,069 1,017 52
退職給付費用 237 503 △ 266
旅費交通費 60 90 △ 30
通勤費 300 330 △ 30
通信運搬費 291 90 201
消耗品費 207 207 0
修繕費 40 40 0
印刷製本費 191 226 △ 35
燃料費 21 21 0
賃借料 2,583 2,468 115
手数料 120 120 0
保険料 80 80 0
租税公課 53 20 33
負担金 5,939 5,939 0
委託費 700 850 △ 150
雑費 400 300 100
減価償却費 50 50 0

管理費計 24,841 22,308 2,533
　　経常費用計 207,340 216,215 △ 8,875

当期経常増減額 △ 2,162 20 △ 2,182
２　経常外増減の部

経常外収益

　　経常外収益計 0 0 0
経常外費用

　　経常外費用計 0 0 0
当期経常外増減額 0 0 0
他会計振替額 0 0 0
税引前当期一般正味財産増減額 △ 2,162 20 △ 2,182
法人税、住民税及び事業税 20 20 0
当期一般正味財産増減額 △ 2,182 0 △ 2,182
一般正味財産期首残高 35,002 35,002 0
一般正味財産期末残高 32,820 35,002 △ 2,182

Ⅱ　指定正味財産増減の部

基本財産受取利息 915 1,065 △ 150
一般正味財産への振替額 △ 915 △ 1,065 150

当期指定正味財産増減額 0 0 0
指定正味財産期首残高 200,438 200,719 △ 281
指定正味財産期末残高 200,438 200,719 △ 281

Ⅲ　正味財産期末残高 233,258 235,721 △ 2,463

(1)

(2)



収支予算書内訳表 （単位：　千円）

（平成29年4月 1日 ～ 平成30年3月31日）

収益事業等会計

公１ 公２ 収１

産業振興事業
産業会館

運営事業

物品販売・

賃貸等事業

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１　経常増減の部

(1)経常収益

　①基本財産運用益 0 0 0 0 910 0 910
　基本財産受取利息 0 0 0 0 910 0 910

　②特定資産運用益 0 0 0 0 5 0 5
　特定資産受取利息 0 0 0 0 5 0 5

　③事業収益 3,171 14,672 17,843 6,904 0 △ 3,650 21,097
　利用料金収入 0 14,672 14,672 6,904 0 △ 3,650 17,926
　負担金収入 3,171 0 3,171 0 0 0 3,171

　④受取補助金等 92,927 57,095 150,022 9,902 21,863 0 181,787
　市補助金収入 54,217 0 54,217 0 21,863 0 76,080
　国庫補助金収入 1,340 0 1,340 0 0 0 1,340
　市受託事業等収入 37,370 57,095 94,465 9,902 0 0 104,367

　⑤雑収益 0 1,101 1,101 277 1 0 1,379
　自動販売機手数料 0 0 0 277 0 0 277
　その他 0 1,101 1,101 0 1 0 1,102
経常収益計 96,098 72,868 168,966 17,083 22,779 △ 3,650 205,178

(2)経常費用

　①事業費

給料手当 33,603 4,243 37,846 995 0 0 38,841
臨時雇賃金 1,985 8,418 10,403 1,974 0 0 12,377
福利厚生費 5,255 1,262 6,517 295 0 0 6,812
退職給付費用 284 0 284 0 0 0 284
旅費交通費 2,649 0 2,649 0 0 0 2,649
通勤費 1,371 1,078 2,449 252 0 0 2,701
通信運搬費 1,278 515 1,793 120 0 0 1,913
消耗品費 963 840 1,803 197 0 0 2,000
修繕費 0 3,333 3,333 781 0 0 4,114
印刷製本費 817 0 817 0 0 0 817
水道光熱費 0 10,611 10,611 2,489 0 0 13,100
新聞図書費 425 0 425 0 0 0 425
支払手数料 280 61 341 14 0 0 355
燃料費 88 0 88 0 0 0 88
賃借料 15,600 2,942 18,542 689 0 △ 3,550 15,681
保険料 40 10 50 2 0 0 52
諸謝金 3,525 0 3,525 0 0 0 3,525
租税公課 851 1,113 1,964 260 0 0 2,224
負担金 4,636 0 4,636 0 0 0 4,636
助成金 10,550 0 10,550 0 0 0 10,550
委託料 11,898 37,964 49,862 8,904 0 0 58,766
雑費 0 35 35 8 0 0 43
減価償却費 0 443 443 103 0 0 546

事業費計 96,098 72,868 168,966 17,083 0 △ 3,550 182,499

科　　目 合計
小計

公益目的事業会計

法人会計 内部取引消去



収益事業等会計

公１ 公２ 収１

産業振興事業
産業会館

運営事業

物品販売・

賃貸等事業

科　　目 合計
小計

公益目的事業会計

法人会計 内部取引消去

　②管理費

役員報酬 0 0 0 0 5,060 0 5,060
給料手当 0 0 0 0 7,440 0 7,440
福利厚生費 0 0 0 0 1,069 0 1,069
退職給付費用 0 0 0 0 237 0 237
旅費交通費 0 0 0 0 60 0 60
通勤費 0 0 0 0 300 0 300
通信運搬費 0 0 0 0 291 0 291
消耗品費 0 0 0 0 207 0 207
修繕費 0 0 0 0 40 0 40
印刷製本費 0 0 0 0 191 0 191
燃料費 0 0 0 0 21 0 21
賃借料 0 0 0 0 2,683 △ 100 2,583
手数料 0 0 0 0 120 0 120
保険料 0 0 0 0 80 0 80
租税公課 0 0 0 0 53 0 53
負担金 0 0 0 0 5,939 0 5,939
委託費 0 0 0 0 700 0 700
雑費 0 0 0 0 400 0 400
減価償却費 0 0 0 0 50 0 50

管理費計 0 0 0 0 24,941 △ 100 24,841
経常費用計 96,098 72,868 168,966 17,083 24,941 △ 3,650 207,340
当期経常増減額 0 0 0 0 △ 2,162 0 △ 2,162

２　経常外増減の部

(1)経常外収益

経常外収益計 0 0 0 0 0 0 0
(2)経常外費用

経常外費用計 0 0 0 0 0 0 0
当期経常外増減額 0 0 0 0 0 0 0
他会計振替額 0 0 0 0 0 0 0
税引前当期一般正味財産増減額 0 0 0 0 △ 2,162 0 △ 2,162
法人税、住民税及び事業税 0 0 0 0 20 0 20
当期一般正味財産増減額 0 0 0 0 △ 2,182 0 △ 2,182
一般正味財産期首残高 △ 19 1,170 1,151 0 33,851 0 35,002
一般正味財産期末残高 △ 19 1,170 1,151 0 31,669 0 32,820

Ⅱ　指定正味財産増減の部

基本財産受取利息 0 0 0 0 915 0 915
一般正味財産への振替額 0 0 0 0 △ 915 0 △ 915

当期指定正味財産増減額 0 0 0 0 0 0 0
指定正味財産期首残高 438 0 438 0 200,000 0 200,438
指定正味財産期末残高 438 0 438 0 200,000 0 200,438

Ⅲ　正味財産期末残高 419 1,170 1,589 0 231,669 0 233,258



資金調達及び設備投資の見込みについて

平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで

（１）資金調達の見込みについて

借入れの予定 □ あり ■ なし

事業

番号
借入先 金 額 使 途

（２）設備投資の見込みについて

設備投資の予定 □ あり ■ なし

事業

番号
設備投資の内容

支出又は収入の

予定額

資金調達方法又は

取得資金の使途


